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研究要旨：
　本分担研究の目的は　既往歴の収集内容、聴取方法、情報の活用及び情報の取り扱いについての実態を明らかにすることである。
　日本産業衛生学会　産業医部会員1446名に対して郵送式無記名質問票調査を行った。回答率は20.1％であった。既往歴として収集している情報は、現在罹患している疾病が２６９件（９２．４％）、過去に罹患した疾病が２７２件（９３．５％）、服薬歴が１４４件（４９．５％）、家族歴が９１件（３１．３％）、喫煙歴が２２６件（７７．７％）であった。情報の活用目的は、就業上の措置が７１件（４９．３％）、保健指導対象者選定が８１件（５６．３％）、疾病把握が９２件（６３．９％）、自由記述において合理的配慮を目的としたものもあった。また、既往歴収集の際に、健診機関作成の疾病分類表を利用している例が１９３件（６６．３％）、自社作成の疾病分類表を利用している例が７２件（２４．７％）であった。
　現在罹患している疾病の情報の収集は9割を超えているとはいえ100％でないこと、服薬歴が5割を下回っていることなどより、収集すべき情報の周知をさらに進める必要があると考えられた。また既往歴の情報を就業上の措置に利用した事例として、作業内容と疾患を考慮して判断している事例と疾患のみで判断している事例があった。作業内容は①クレーン操作や社用車運転などの運転業務②交替勤務③高所や暑熱といった危険環境での作業④粉じんや有機溶剤などの有害物取り扱い⑤その他に分類された。さらに合理的配慮の目的で利用している事例も報告され、ガイドに掲載する基礎資料を得た。
情報の取り扱いにおいて、回答者の6.5％の事業所において管理職（上司）、また26.5％の事業所において人事労務部が取り扱っている実態であった。医療保健職ではない担当者向けの既往歴情報の活用と取り扱いについてガイドで示す必要があると考えられた。
　これらの実態を踏まえ、既往歴の聴取に関するガイドを作成する予定である。
研究協力者

研究協力者　安武正矢　産業医科大学　産業医実務研修センター　修練医
Ａ．目的

本分担研究の目的は　「労働安全衛生法に基づく定期健康診断のありかた検討会」の報告書の中で、今後検討すべき課題として提示された「既往歴の聴取」について既往歴の聴取内容、聴取方法、情報の活用及び情報の取り扱いについて現状の実態調査を行うことである。既往歴の聴取に関するガイドを次年度に作成するための参考資料を作成することを目的とした。

Ｂ．方法

日本産業衛生学会産業医部会員1,446

名を対象に、無記名式の質問票を郵送し、記入後の返送を依頼した。

　有所見、特定業務従事者健診、既往歴の3つのテーマを分担して、収集内容の検討を行った。アンケート内容（本分担研究に関する項目）は、産業医歴、産業医の形態、事業場の従業員数、産業看護職の有無、職種などの属性に加え、既往歴の収集内容・収集方法・情報の利用法及び情報の取り扱い、およびそれらに関して現状で苦慮していることについてである。
本研究は、産業医科大学倫理委員会の承認を得て実施した。

Ｃ．結果

・属性

有効回答件数は２９１件（回答率：２０．１％）であった。回答者の属性として、産業医経験年数は、４年以下が５２件(１７．９%)、５～９年が４７件(１６．２ %)、１０～１９年が１０７件（３６．８ ％）、２０～２９年が５８件（１９．９％）、３０ 年以上が２７件（３６．８ ％）であった。専属産業医が１３５件（４６．４ ％）、非専属産業医が１５６件（５３．６％）、であった。産業衛生学会専門医または指導医の有資格者が１２５名（４３．０ ％）であった。担当事業所の規模は、３００人未満が８８件（３０．２％）、３００～９９９人が７９件（２７．１％）、１０００人以上が１２４件（４２．６％）であった。保健師など看護職の存在は、専属看護職が１５５件（５３．３％）、非専属看護職が２１件（７．２％）、看護職なしが６６件（２２．７％）、無回答４９件（１６．８％）であった。選任の有無では選任有が１７６件（６０．５％）、選任なし/無回答が１１５件（３９．５％）であった。

・既往歴として収集している内容

既往歴として収集している内容については、現在罹患している疾病が２６９件（９２．４％）、過去に罹患した疾病が２７２件（９３．５％）、服薬歴が１４４件（４９．５％）、家族歴が９１件（３１．３％）、喫煙歴が２２６件（７７．７％）であった。

・服薬歴の収集目的

服薬歴を選択した１４４件の収集目的は、就業上の措置のためが７１件（４９．３％）、保健指導対象者選定のためが８１件（５６．３％）、疾病把握のためが９２件（６３．９％）、その他が１８件（１２．５％）であった。その他の意見の中には、「運転の適性判断のため」といった業務ではないが通勤などの職務上必要な運転についての判断や、「治療効果判定・疾病管理状況確認のために服薬内容までは問わないが収集する」といった健康管理、特定健診を兼ねているため・健診機関のフォーマットに含まれるためといった一般定期健康診断としての目的はあまり考えられないもの、内視鏡による胃がん検診受診者への抗凝固・抗血小板薬の確認目的。といった一般健康診断からはやや離れた回答も見られた。

・使用している疾病分類表

既往歴収集時に使用している分類表については、健診機関作成の疾病分類表が１９３件（６６．３％）、自社作成の疾病分類表が７２件（２４．７％）、その他２０件（６．９％）、無回答６件（２．１％）であった。その他の意見としては、「両方の分類表を使用している」、や「ＩＣＤ－１０に準拠している」、「病名を労働者に自由記載させ自己申告としている」といったものから、分類表は特にない、不明、わからないといった回答もあった。

・疾病分類表で苦慮したこと

「健診機関作成の疾病分類表」を選択した１９６名に健診機関ごとに収集する内容が統一されていないことで苦慮したことがあったかについては、「ある」が５８件（２９．６％）、「ない」１３３件（６７．９％）、「無回答」５件（２．６％）であった。「ある」の内容は、「問診表ごとに疾病の定義が異なるなどの詳細が分かりにくい」、あるいは「相互比較が難しい」という意見が多くあった。他には、「過去の疾病と現在の疾病の報告がない機関がある」や「【その他疾病】が何かわからない」、「生活歴の収集が不充分で保健指導上困惑する。」などがあった。「ない」の内容は、「不明な点があれば、健診機関に問い合わせている」という回答や「保健指導の対象とするかどうかの判断には用いるが、それ以外には利用しないため苦慮したことはない」、「既往歴をあまり重視していない」といった回答まであった。

・既往歴の利用方法

　既往歴の利用方法については、「既往歴の情報のみで健診事後措置対象者を抽出」２９件（１０．０ ％）「既往歴と健康診断結果を加味して健康診断事後措置対象者を抽出」２１６件（７４．２ ％）、「集団の健康状態の分析評価」３５件（１２．０ ％）、という回答であった。その他２８件（９．６％）の回答としては、事後措置以外の健康相談などの面談時に利用や、海外赴任者の可否意見決定時に利用、社用車利用申請の際の参考情報、緊急時の利用、治療状況の確認、今後の疾患リスク予測に利用という回答もあった。また、利用していない・不明といった回答が９件（３．１％）あった。

・既往歴として利用する内容

「既往歴を健診事後措置対象者の抽出」に利用している１８４件（６３．２％）が、健康診断事後措置対象者を抽出する際に参考にしている（もしくはすべき）既往歴の情報は、「現在罹患している疾病」１７５件（９５．１％）「過去に罹患した疾病」１２８件（６９．６％）「服薬歴」８５件（４６．２％）「家族歴」２１件（１１．４％）「喫煙歴」５９件（３２．１％）という回答であった。

【作業内容と疾患を考慮して利用】

作業内容も加味した具体的な回答としては、作業内容から分類すると①クレーン操作や社用車運転などの運転業務②交替勤務③高所や暑熱といった危険環境での作業④粉じんや有機溶剤などの有害物取り扱い⑤その他に分類された。
①クレーン操作や社用車運転などの運転業務について
てんかん・脳心血管疾患・糖尿病・SASの既往や睡眠導入剤や抗アレルギー薬など眠気を催す薬剤の内服中である際は、面談をして可否の検討をするという回答が多くあった。また、「意識消失のリスクがある際には制限する」といった回答もあった。
②交替勤務
メンタルヘルス不調・睡眠障害・生活習慣病・脳血管疾患がある際は面談をしているという回答があり、中には、心筋梗塞の既往があると夜勤禁止・インスリン治療者は夜勤禁止といった措置をとるという回答もあった。生活習慣病に関しては特にコントロール不良群へ面談を設定するという回答が多く認められた。
③高所や暑熱といった危険環境での作業
高所作業については意識消失のリスクのある疾患がある際に面談を行うという回答があった。また、未治療高血圧である際には就業制限をかけるという回答もあった。暑熱環境については生活習慣病、特に糖尿病があると面談を行うという回答が多くあった。また、熱中症のリスクが高い職場は既往歴に関係なく面談をしているという回答もあった。　　④粉じんや有機溶剤などの有害物取り扱い
意識消失のリスクがある疾患はどの作業でも面談という回答があり、具体的な作業としては粉じん作業では呼吸器疾患、有機溶剤を使用する作業では肝腎疾患があると面談といった回答があった。
⑤その他

長時間立位作業者に貧血を認めると面談や海外出張者で脳心疾患・てんかん等の既往があれば面談、重量物取り扱い作業で心疾患や整形外科疾患があれば面談、長時間労働者で脳心疾患やコントロール不良の生活習慣病があれば面談、マスク着用義務エリア作業に配置するか否かの判断に重度喘息の有無を利用するといった回答があった。

【疾患のみで判断】
作業に関わらず疾患から判断するという回答としては、意識消失のリスクがある疾患は全例面談や治療状況確認のために利用しているという回答であった。特に治療状況については、検査データも加味してコントロール不良の方に焦点を当てている回答が多くあった。また、治療中の疾患を把握することで健診事後措置の対象から除外する目的で利用しているという回答もあった。他に、喫煙者で生活習慣病があればより強く禁煙指導をするといった回答や、悪性疾患があれば「困っていることはないか」を聞くようにしているという回答、対応が不要な疾患はないため、法的に決めずに従業員の自己申告制にすべきといった回答もあった。

・既往歴の取り扱い

収集した既往歴の取り扱い方については、「法定健診の一部として開示」１０７件（３６．８％）、「匿名化後開示」２７件（９．３％）、「必要時に同意取得」１４５件（４９．８％）、「その他」３９件（１３．４％）という回答であった。その他の中には、「法定項目と同じ様に扱う同意を得ている」や「原則医療スタッフのみでの共有し、個人指導する時に利用している」、「表現を循環器疾患、代謝疾患などに変えて、事業場での配慮が受診勧奨のために開示する」というように独自の開示の方法がある事業所や、「健診機関が載せるかどうかで決まっている」や「開示する必要はない」といった回答もあった。

・既往歴の管理媒体

健康診断データを管理している媒体については、「紙」９１件（３１．３％）、「電子データ」５７件（４７．８％）、「両方」１３９件（４７．８％）、「無回答」４件（１．４％）という回答であった。

・既往歴の情報管理・把握者

既往歴に関する情報の管理・把握者については、「管理職（上司）」１９件（６．５％）、「人事労務部」７７件（２６．５％）、医療保健職２１３件（７３．２％）、衛生管理者６４件（２２．０％）という回答であった。
医療保健職による管理把握が行われている回答が最も多かったため、クロス集計表を元に解析を行ったところ、看護職の選任の有無により、関連していると考えられた。看護職がいる(常勤または非常勤)という回答がある事業所では、医療保健職による管理が、いない事業所に比べて有意に医療保健職による管理が行われていた。
・健康情報の管理で苦慮したこと

健康情報を管理する際に苦慮したことについては、「ある」１３４件（４６．０％）、「ない」１４８件（５０．９％）、「無回答」９件（３．１％）であった。具体的な内容としては、衛生管理者の疾病知識不足や誤った個人情報の取り扱い、人事部所属の場合の情報の共有方法、常勤の医療職がいないので他の仕事の片手間に衛生管理者が取り扱っており何かと制約が多い。といった衛生管理者に関する回答が多くみられた。他には、転勤や異動に伴う健康情報の引継ぎや比較の困難さの問題。保管場所や保管方法の統一された方法がない問題。産業医だけが把握する健康情報に起因する事故等が生じた場合の産業医の民事上の責任といった情報を得ることによるリスク。上司・管理者への情報提供の内容や共有範囲が決まっていない。情報セキュリティの問題。労働者が申告する内容の不正確さ。健診機関との情報共有の難しさ。といった問題点が挙げられていた。

・その他既往歴全体で苦慮したこと
その他既往歴に関する意見などについては、既往歴の定義の大切さ、ルール作りの大切さ、個別対応の必要性・難しさ、業種ごとに統一した質問表の要望などの回答があった。

Ｄ．考察

本分担研究の目的は、「既往歴の収集」について既往歴の収集内容、収集方法、情報の活用及び情報の取り扱いについて、広く産業医活動をしている医師にアンケートをとることで、現状を把握すると共に、2019年度に作成予定のガイドの参考資料を作成することであった。産業衛生学会産業医部会に属する医師291名から回答を得た。

・既往歴として収集している内容

既往歴として収集している内容は、「過去に罹患している疾病」と「現在罹患している疾病」は各９３％前後であった。どちらも収集していない回答者は今回認められなかったが、現在罹患している疾病の収集が１００％ではないことから、法律での「既往歴」に「現在罹患している疾病」に関する情報が含まれることが全体にはまだ理解されていないことが改めて明らかになった。これは、前年度報告した事前調査と同じ傾向である。また、「家族歴」を聴取しているとの回答は３０％前後認めた。「喫煙歴」は７７％収集されており、特定健診でも収集されていることから「喫煙歴」は生活歴の中でも重視されていることがうかがえる。一方で同じく特定健診で収集されている「服薬歴」については４９％と半数を下回っており、「労働安全衛生法に基づく定期健康診断のありかた検討会」の報告書では服薬歴は、就業上の措置に結び付く可能性がある薬について、問診において把握するよう指導することが必要であるとされているが、今回の調査ではあまり収集されておらず、ガイドにて強調すべき事項と考えられた。
・服薬歴の収集目的

服薬歴を収集する目的としては、検討会の報告書にある「就業上の措置のため」は４９％と半数を下回っていた。「保健指導対象者選定のため」が５６％、「疾病把握のため」が６３％とやはり健康管理の面から情報を活用するために収集している事業所が多いという現状が考えられる。「その他」の回答に、就業だけでなく運転が必要な業務も考えられ、業務による運転も含めて適性判断に使用しているという回答もあった。「健診機関のフォーマットに含まれている」という回答もあり、採用している健診機関にゆだねる事業所があることが分かった。他に、「診察時に必要」や「内視鏡による胃がん検診において抗凝固薬などを確認」といった臨床診断のための医療情報として収集している回答もあった。健康管理の面から収集するのであれば、細かい内服状況なども必要となるため統一した調査票では難しくなると考えられる。一方で、就業措置の面から収集するのであれば、細かい服薬内容よりも、業務内容に応じて収集すべき内服薬を統一して定め、収集に漏れがないようにすることが大切と考えられる。

・使用している疾病分類表

既往歴の情報収集に使用している疾病分類表は、「健診機関作成の疾病分類表」が多く６６．３％であった。「自社作成の疾病分類表」との回答は２４％であった。「病名の自由記載」という回答もあった。疾病分類表が健診機関毎に違うことにより苦慮したことがないかという問いでは、疾病の定義が異なり詳細が分かりにくい、あるいは相互比較が難しいという意見が多くあった。収集すべき疾患が定まっておらず、既往歴の定義ができていないことからこのような現状となっていると考えられる。転勤や異動先によっては情報の相互比較ができないため、健康管理上、情報が有効に利用されていない可能性がある。
・既往歴の利用方法

既往歴の利用方法は、「既往歴の情報で健診事後措置対象者を抽出している」回答がやはり多く認められた。その他の意見としては、「事後措置以外の健康相談などの面談時に利用」や、「海外赴任者の可否意見決定時に利用」、「社用車利用申請の際の参考情報」、「緊急時の利用」、「治療状況の確認」、「今後の疾患リスク予測に利用」という回答もあった。また、利用していない・不明といった回答が９件（３．１％）あった。既往歴を使用していないといった回答も認められることから、利用方法を提示し貴重な情報を十分に活用していくことが望まれる。

・既往歴として利用する内容

事後措置対象者を抽出する際に利用する情報についての傾向を項目ごとに考察した。

【現在罹患している疾病】

「現在罹患している疾病」は、運転や高所など危険作業については意識消失のリスクを伴う疾病が対象となることが多かった。運転業務または通勤で運転をすることについては、意識消失のリスクを伴う疾病に加えて眠気を催すようなSASなども事後措置判断に利用されている。安全配慮を目的とした事後措置対象者の抽出が最も多く認められた。また、潰瘍性大腸炎であればトイレの近くに配置や悪性疾患であれば困っていることを聴取する面談を実施するなど合理的配慮に利用している回答もみられた。その他には、疾患把握のためといった内容と保健指導を行う対象の選定に利用するといった回答があった。

【過去に罹患した疾病】

「過去に罹患した疾病」については、過去の疾患であったとしても重篤な病態を引き起こしうる疾患にてついては面談対象とするという回答があった。これも安全配慮の目的の意見と推測される。既往がある従業員はリスクが高いという考えから、健康診断の機会を利用して健康状態の確認を面談にて行っていると考えられる。「心筋梗塞の既往があれば夜勤を禁止としている」という意見もあった。また、異常所見の解釈のためという回答は、一度精査した疾患並びに治療後の疾患であれば異常所見があったとしても医療機関受診とはせず、経過観察とするとのことであった。有所見者の中から、医療機関受診が必要な人や面談が必要な人を抽出しており、不必要な医療受診や面談を避けることが出来、従業員や産業保健スタッフの負担の軽減につながっていると考えられた。なお、この利用方法については「現在罹患している疾病」についても同様のことが考えられる。

【服薬歴】

「服薬歴」に関しては、「現在罹患している疾病」や「過去に罹患した疾病」と同じ扱いとしているところが多くみられた。服薬歴に特徴的なものとしては、睡眠導入剤・抗アレルギー薬など眠気や注意力低下をきたす薬剤の収集があった。疾病名としては、様々考えられるが、薬剤の効能で判断されており、疾病名とは違った角度から医療情報を分類することで、安全配慮の観点で検討すべき従業員を網羅することが出来ると考えられる。中には、インスリン治療者は夜勤禁止といった回答もあった。

【家族歴】
「家族歴」に関しては、心疾患や脂質異常症の家族歴がある際には健診結果と併せて確認および受診勧奨目的に面談するといった回答があったが、安全配慮を目的として事後措置対象者の抽出への利用はなく、受診勧奨のための情報として収集されていることが分かる。

【喫煙歴】

「喫煙歴」に関しては、生活習慣病がある従業員に禁煙を強く指導するといった重みづけに利用されている回答があった。また、粉じん作業と併せて禁煙指導に利用するといった回答もあった。喫煙歴も就業制限の対象となる利用はなく、指導目的に活用する情報であると考えられる。

他にも「おそらく聴取しなくても全く対応が不要なものはないと思う。逆に、法で規定せず、従業員の自主申告制にした方が事務はよほど楽になる」といった回答もあった。収集した情報の活用方法について産業医ごとの差異が減り一定以上の活用方法が担保されることが出来るようになれば、個別に対応してもらいたい疾患を記述する形式でも対応が出来るようになる可能性も考えられる。そのためにも、ガイドを作成していく必要があると考えられる。

・既往歴の取り扱い

既往歴の取り扱いについては、「法定健診の一部として開示」が３６．８％であった。「匿名化後開示」が９．３％、「必要時に同意取得」が４９．８％であった。「その他」として情報の加工を行っての開示として、「循環器疾患など大きな疾患群として開示する」や、「既往歴は削除して開示」という回答もあった。一方で、「健診機関が載せるかどうかで決まっている」や「開示していない」といった回答もあった。開示の仕方についてもガイドで示すことにより開示の仕方を一定レベル以上にし、有効に活用する方法を見出すことが必要であると考えられる。

・既往歴の管理媒体

　既往歴のデータを管理している媒体については、「紙」３１．３％、「電子データ」１９．６％、「両方」４７．８％であった。

・既往歴の情報管理・把握者

既往歴に関する情報の管理については、「管理職（上司）」６．５％、「人事労務部」２６．５％、「医療保健職」７３．２％、「衛生管理者」２２．０％であった。

医療保健職による管理把握が行われている回答が最も多かったため、クロス集計表を元に解析を行ったところ、看護職の選任の有無が関連していると考えられた。看護職がいる(常勤または非常勤)という回答がある事業所では、医療保健職による管理が、いない事業所に比べて有意に医療保健職による管理が行われていた。看護職の選任は産業保健体制の充実に加え、機微な医療情報である既往歴に関する情報の管理についても医療知識を持つ医療保健職による管理を行え、適切な管理になると考えられる。

一方で医療保健職による管理がない事業所では、衛生管理者や管理職、人事労務部による管理が行われている。非医療者の取り扱いについて管理方法などをガイドで示していく必要があると考えられる。

・健康情報の管理で苦慮したこと

健康情報の管理で苦慮したことについては、前述した「非医療者による管理の難しさ」や、「医療情報の取り扱い方」についての回答があった。また、「転勤・異動に伴う情報の継続性のなさ」といった回答もあった。これについては、企業ごとに違いはあるものの、管理方法の実例をガイドで示し、情報が途切れないようにすることが必要と考えられる。情報の開示範囲について、「医療保健職以外が知りたがる」といった回答がある一方で、「医療保健職しか把握していない情報に起因する健康上による事故などが生じた際の産業医の責任について困っている」という回答もあるなど、情報の開示範囲、内容をガイドで示す必要があると考えられる。

・その他既往歴全体で苦慮したこと

その他の回答として、「本人からの自己申告による既往歴の調査になっているので、本人が申告しないと正確性にかける」や、「既往歴としての情報は情報量が過多となると企業としてはリスクが多いため、把握後の対応も考慮して収集すべきであり、就業措置に必要な範囲については産業医がその専門性に則って判断の上、運用することが期待されているため産業医活動の標準化とレベルの底上げが課題であると感じる。」といった回答もあった。

以上のような結果・考察を元に来年度は、既往歴の聴取のガイドを作成する予定である。

Ｅ．結論
現在罹患している疾病の情報の収集は9割を超えているとはいえ100％でないこと、服薬歴が5割を下回っていることなどより、収集すべき情報の周知をさらに進める必要があると考えられた。また既往歴の情報を就業上の措置に利用した事例として、作業内容と疾患を考慮して判断している事例と疾患のみで判断している事例があった。作業内容は①クレーン操作や社用車運転などの運転業務②交替勤務③高所や暑熱といった危険環境での作業④粉じんや有機溶剤などの有害物取り扱い⑤その他に分類された。さらに合理的配慮の目的で利用している事例も報告され、ガイドに掲載する基礎資料を得た。

情報の取り扱いにおいて、回答者の6.5％の事業所において管理職（上司）、また26.5％の事業所において人事労務部が取り扱っている実態であった。医療保健職ではない担当者向けの既往歴情報の活用と取り扱いについてガイドで示す必要があると考えられた。

これらの実態を踏まえ、既往歴の聴取に関するガイドを作成する予定である。
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